
別紙２－２ 

災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）（抜粋） 

(指定緊急避難場所の指定) 

第四十九条の四 市町村長は、防災施設の整備の状況、地形、地質その他の状況を総合的

に勘案し、必要があると認めるときは、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合

における円滑かつ迅速な避難のための立退きの確保を図るため、政令で定める基準に

適合する施設又は場所を、洪水、津波その他の政令で定める異常な現象の種類ごとに、

指定緊急避難場所として指定しなければならない。 

２ 市町村長は、前項の規定により指定緊急避難場所を指定しようとするときは、当該指

定緊急避難場所の管理者(当該市町村を除く。次条において同じ。)の同意を得なければ

ならない。 

３ 市町村長は、第一項の規定による指定をしたときは、その旨を、都道府県知事に通知

するとともに、公示しなければならない。 

 

災害対策基本法施行令（昭和３７年政令第２８８号）（抜粋） 

 (政令で定める異常な現象の種類) 

第二十条の四 法第四十九条の四第一項の政令で定める異常な現象の種類は、次に掲げ

るものとする。 

一 洪水 

二 崖崩れ、土石流及び地滑り 

三 高潮 

四 地震 

五 津波 

六 大規模な火事 

七 前各号に掲げるもののほか、内閣府令で定める異常な現象の種類 

 

災害対策基本法施行規則（昭和３７年総理府令第５２号）（抜粋） 

 (令第二十条の四の内閣府令で定める異常な現象の種類) 

第一条の六 令第二十条の四の内閣府令で定める異常な現象の種類は、一時的に大量の

降雨が生じた場合において下水道その他の排水施設又は河川その他の公共の水域に当

該雨水を排水できないことによる浸水及び火砕流、溶岩流、噴石その他噴火に伴い発生

する火山現象とする。 

 

 

 

 

 


